
福山市有料老人ホーム設置運営指導要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」という。）第 

２９条第１項に規定する有料老人ホームについて，法，老人福祉法施行規則（昭和３８年

厚生省令第２８号。以下「法施行規則」という。）及び福山市老人福祉法施行細則（平成

１２年規則第４８号。以下「法施行細則」という。）に定めるもののほか，福山市内にお

ける有料老人ホームの設置運営に関する事務手続等を定め，福山市有料老人ホーム設置運

営指導指針（以下「指針」という。）と一体的に運用することにより，有料老人ホーム事

業の安定と入居者の居住環境の向上を図ることを目的とする。 

  なお，高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第５条第１

項の登録を受けているものにあっては，この要綱の第３条から第１１条の規定は適用せ

ず，サービス付き高齢者向け住宅事業登録等事務取扱要綱によることとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

（１）設置予定者 福山市内において有料老人ホームを設置しようとする者をいう。 

（２）設置者 福山市内において有料老人ホームを設置した者をいう。 

 

（事前相談） 

第３条 設置計画において，介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７０条，第７８条

の２又は第１１５条の２の規定により特定施設入居者生活介護事業者，地域密着型特定

施設入居者生活介護事業者又は介護予防特定施設入居者生活介護事業者の指定を受ける

予定の有料老人ホームの設置予定者は，福山市介護保険事業計画の概要を事前に把握し，

介護保険担当部課等と調整が行われていなければならない。   

 

（事前協議） 

第４条 設置予定者は，有料老人ホームの設置について，あらかじめ福山市長（以下「市

長」という。）に協議（以下「事前協議」という。）を行うものとする。 

２ 前項の協議は，設置予定者が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規

定による許可又は第４３条第１項の規定による許可（これらの許可を要しない場合にあ

っては，建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による確認（既

存の建築物の用途を有料老人ホームに変更する場合は，届出））の申請前に，これらの申

請を要しない場合にあっては，法第２９条第１項に規定する届出の前に，別記様式第１

号の有料老人ホーム設置事前協議書（以下「事前協議書」という。）に別表１に掲げる書

類を添付し，市長に提出することにより行うものとする。 

３ 市長は，前項の事前協議書の内容について審査した結果，当該協議に係る施設の設置

計画が指針及びこの要綱の規定に適合していると認められたときは，設置予定者に対し

て別記様式第２号の有料老人ホーム設置事前協議済書（以下「事前協議済書」という。）



を交付するものとする。 

４ 設置予定者は，開発許可，建築許可若しくは建築確認等の申請を必要とする場合は，

前項の事前協議済書を受領した後に行うものとする。 

５ 前各項に定める有料老人ホームの設置に関する市との具体的な協議は設置予定者と行

うものとし，設計事務所，コンサルティング会社等の設置予定者以外の者のみとは，原

則行わないものとする。 

 

（市街化調整区域における証明等） 

第５条 設置予定者は，市街化調整区域内において有料老人ホームを設置しようとする場

合で，開発許可，建築許可等の手続きのために指針適合等の確認が必要となるときは，

前条の事前協議に併せて，別記様式第３号の有料老人ホームの建設に係る適合証明申請

書を市長に提出し，その証明を受けるものとする。 

 

（協議の取下げ） 

第６条 設置予定者は，第４条による事前協議書を提出した後に計画を取り止める場合は，

別記様式第４号の有料老人ホーム設置事前協議取下書を市長に提出するものとする。 

 

（設置届等） 

第７条 設置予定者は，建築確認通知書を受領した後，有料老人ホームの建設工事の着工

前に，法施行細則第１７条第１項の有料老人ホーム設置届書（以下「設置届」という。）

を市長に提出すること。 

２ 市長は，前項の設置届を受理したときは，別記様式第５号の有料老人ホーム設置届受

理通知書（以下「受理通知書」という。）を設置予定者に交付するものとする。 

３ 設置予定者は，前項の受理通知書を受理した後に入居者の募集を開始するものとする。 

４ 入居契約は，内金の納入を含め，その名称・形態を問わず，第２項に定める届出が通

知される前に行ってはならないものとする。 

 

（建築工事の着工届等） 

第８条 建設工事の着工は，相当数の入居見込者が確保されるまでの間については，前払

金の返還債務についての銀行保証等が付された後に行うものとする。 

２ 設置予定者は，有料老人ホームの建設工事の着工に際して，別記様式第６号の建設工

事着工届に前払金の返還債務についての銀行等の保証書及び建設工事工程表を添えて，

あらかじめ市長に提出するものとする。 

 

（事業開始報告） 

第９条 設置者は，有料老人ホームの事業を開始したときは，別記様式第７号の有料老人

ホーム事業開始報告書に別表２に掲げる書類を添付し，速やかに市長に提出するものと

する。 

 

（届出を行っていない設置者） 



第１０条 既に開設している有料老人ホームであって，法第２９条第１項に規定する届出

を行っていない設置者は，法施行細則第１７条第１項の設置届に別表３に掲げる書類を

添付し，速やかに市長に提出しなければならない。 

 

（変更届等） 

第１１条 設置者は，第７条第１項による設置届の届出事項に変更を生じたときは，変更

の日から一月以内に，法施行細則第１７条第２項の有料老人ホーム事業変更届を市長に

提出すること。 

２ 前項の規定にかかわらず，入居定員の増減を伴う変更，施設の類型の変更又は増改築

を行おうとする場合にあっては，市長と必要な調整を行うとともに，入居者への十分な

説明を行ったうえで有料老人ホーム事業変更届を提出するものとする。 

３ 設置者は，その事業を休止し，又は廃止するときは，その廃止又は休止の一月前まで

に，市長と必要な調整を行ったうえで，法施行細則第１７条第３項の有料老人ホーム事

業休止届，有料老人ホーム廃止届を市長に提出すること。 

 

（定期報告） 

第１２条 設置者は，「有料老人ホーム設置者等からの報告の徴収について」（平成３０年

３月３０日老高発第０３３０第３号厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）及び法第 

２９条第 1１項に基づき，毎年８月末日までに，次の各号に定める書類によって市長に運

営状況を報告すること。 

（１）毎年７月１日現在の有料老人ホーム重要事項説明書 

（２）直近の事業年度の貸借対照表，損益計算書等の財務諸表 

（３）他業を営んでいる場合には，他業に係る直近の事業年度の貸借対照表，損益計算書

等の財務諸表 

（４）親会社がある場合には，当該親会社の業務に係る直近の事業年度の貸借対照表，損

益計算書等の財務諸表 

（５）最新の募集パンフレット 

（６）前年度に開催した運営懇談会の開催状況報告書（別記様式第８号） 

（７）その他市長が指定する書類 

 

（事故報告等） 

第１３条 設置者は，有料老人ホーム内で重大な事故が発生した場合又は災害等により被

害を被った場合には，別に市長が定める様式により直ちに市長にその状況を報告するも

のとする。 

 

（情報の公表） 

第１４条 設置者は，第１２条各号に定める書類を入居者及び入居希望者の求めに応じ閲

覧に供するよう努めるとともに，求めがあればそれらの写しを交付するよう配慮するこ

と。 

２ 市長は，第１２条第１号に規定する書類について，介護サービス情報公表システムに



掲載することで情報の公表を行う。ただし，有料老人ホーム設置者は，法令により公表

が義務付けられていない項目については，市長に申し出ることで非公表とすることがで

きる。なお，「法令により公表が義務付けられていない項目」とは，法施行規則第２１条

の２に規定していない項目をいう。 

 有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅については，サービス付き高齢

者向け住宅提供システムにおいて，法施行規則第２１条の２に規定する項目が網羅され

ている場合には，市の公表として扱う。 

  

 

（事業収支計画の見直し） 

第１５条 設置者は，３年ごとに有料老人ホームに係る事業収支計画の見直しを行うこと。 

２ 設置者は，前項による見直しの内容が，直近の事業年度の財務諸表と乖離がある場合

には，原因及び対処方針等を市長に報告するものとする。 

 

（その他） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか，有料老人ホームの設置及び運営の指導に関して，

必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２４年６月２８日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２７年８月６日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和３年１１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和４年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第 4 条関係） 

基本的事項 
① 有料老人ホーム設置（経営）趣意書 

② 設置予定地の市町との連携状況 

設置者に関する事
項 

① 法人の事業概要（会社案内，パンフレット等） 

② 役員名簿及び役員履歴書 

③ 定款その他基本約款   

④ 法人登記簿謄本 

⑤ 出資者及び出資比率（株主台帳，出資者名簿，株主保有比率等） 

⑥ 直近３ヵ年の貸借対照表，損益計算書等の財務諸表 

〔親会社がある場合〕 

  法人の事業概要，直近３ヵ年の貸借対照表，損益計算書等の財務諸表 

立地条件に関する
事項 

① 位置図，公図の写し，実測図 

② 現況写真 

③ 土地登記簿謄本 

④ 都市計画法，農地法等の土地利用規制に係る法令の該当状況 

⑤ 地域住民への説明実施（計画）状況 

〔自己所有以外の場合〕 

土地売買契約書（同意書），土地賃貸借契約書（同意書） 

〔既存建物を転用する場合〕 

開発許可，建築許可等の許認可に係る交付済み資料 

規模及び構造設備
に関する事項 

① 建物配置図，各階平面図，立面図，各室面積表 

② 建物構造及び設備の概要（建築基準法，消防法等による避難設備，消火設備等） 

③ スプリンクラー及び緊急通報装置の配管配線図 

④ 設置予定地の所轄消防署等との連携状況 

〔自己所有以外の場合〕 

  建物売買契約書（同意書），建物賃貸借契約書（同意書） 

〔既存建物を転用する場合〕 

  現況写真，建築確認通知書・検査済証，建物登記簿謄本 

職員の配置，研修
及び衛生管理に関
する事項 

① 職員配置計画 

② 職員研修・訓練計画 

③ 職員衛生管理計画 

有料老人ホーム事
業の運営に関する
事項 

① 管理規程 

② 入居者名簿等諸帳簿 

③ 業務継続計画 

④ 非常災害対策，消防防災計画及び緊急時対応計画 

⑤ 近隣介護サービス事業所の情報 

⑥ 運営懇談会規約 

⑦ 感染症及びまん延の防止のための指針 

⑧ ハラスメントを防止するための措置の概要 

〔業務の一部を委託する場合〕 

  業務委託契約書 

〔提携ホームがある場合〕 

  提携ホームの概要，提携契約書 

サービス等に関す
る事項 

① 入居契約書 

② 提供するサービスの内容 

③ 預り金管理規程 

④ 身体的拘束等の適正化のための指針 

事業収支計画に関
する事項 

① 初期総投資額 

② 資金調達計画及び借入金償還計画 

③ 長期（30 年）の事業収支計画，損益収支計画 

④ 入居者募集計画 

利用料等に関する
事項 

① 前払金の算定根拠 

② 返還金の算定方式 

③ 月額利用料（家賃，介護費用，食費，管理費等）の算定基礎 

契約内容等に関す
る事項 

① 苦情を処理するために講ずる措置の概要 

② 事故発生防止のための指針 

③ 高齢者虐待防止のための指針 

 



別表 2（第 9 条関係） 

規模及び構造設備

に関する事項 

〔新築又は既存建物を転用した場合〕 

① 竣工図面 

② 建物写真（外観及び主要設備） 

③ 建物検査済証 

④ 消防設備検査済証 

⑤ 広島県福祉のまちづくり条例適合証 

〔借地の場合〕 

  建物登記簿謄本 

職員の配置，研修

及び衛生管理に関

する事項 

① 施設管理者の経歴書 

② 勤務体制表 

サービス等に関す

る事項 

① 有料老人ホーム重要事項説明書 

② 介護サービス等の一覧表 

利用料等に関する
事項 

前払金の返還金債務についての銀行保証等 

情報開示に関する

事項 

入居者募集パンフレット 

 

※ 事前協議時に添付した書類に変更が生じた場合は，変更後の書類も添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 3（第 10 条関係） 

基本的事項 有料老人ホーム設置（経営）趣意書 

設置者に関する事
項 

① 法人の事業概要（会社案内，パンフレット等） 

② 役員名簿及び役員履歴書 

③ 定款その他基本約款   

④ 法人登記簿謄本 

⑤ 出資者及び出資比率（株主台帳，出資者名簿，株主保有比率等） 

⑥ 直近３ヵ年の貸借対照表，損益計算書等の財務諸表 

〔親会社がある場合〕 

  法人の事業概要，直近３ヵ年の貸借対照表，損益計算書等の財務諸表 

立地条件に関する
事項 

① 位置図 

② 土地登記簿謄本 

〔自己所有以外の場合〕 

土地賃貸借契約書 

規模及び構造設備
に関する事項 

① 建物配置図，各階平面図，立面図，各室面積表 

② 現況写真（外観及び主要設備） 

③ 建物登記簿謄本 

④ 建物構造及び設備の概要（建築基準法，消防法等による避難設備，消火設備等） 

⑤ スプリンクラー及び緊急通報装置の配管配線図 

⑥ 建物構造に関する所轄消防署等との連携状況 

⑦ 建物検査済証，消防設備検査済証 

〔自己所有以外の場合〕 

  建物賃貸借契約書 

職員の配置，研修
及び衛生管理に関
する事項 

① 職員配置状況 

② 職員研修・訓練計画 

③ 職員衛生管理計画 

④ 施設管理者の経歴書 

⑤ 勤務体制表 

有料老人ホーム事
業の運営に関する
事項 

① 管理規程 

② 入居者名簿等諸帳簿 

③ 業務継続計画 

④ 非常災害対策，消防防災計画及び緊急時対応計画 

⑤ 近隣介護サービス事業所の情報 

⑥ 運営懇談会規約 

⑦ 感染症及びまん延の防止のための指針 

⑧ ハラスメントを防止するための措置の概要 

〔業務の一部を委託する場合〕 

  業務委託契約書 

〔提携ホームがある場合〕 

  提携ホームの概要，提携契約書 

サービス等に関す
る事項 

① 入居契約書 

② 有料老人ホーム重要事項説明書 

③ 介護サービス等の一覧表 

④ 預り金管理規程 

⑤ 身体的拘束等の適正化のための指針 

事業収支計画に関
する事項 

① 資金調達計画及び借入金償還計画 

② 長期（30 年）の事業収支計画，損益収支計画 

利用料等に関する
事項 

① 前払金の算定根拠 

② 返還金の算定方式 

③ 月額利用料（家賃，介護費用，食費，管理費等）の算定基礎 

④ 前払金の返還金債務についての銀行保証等 

契約内容等に関す
る事項 

① 苦情を処理するために講ずる措置の概要 

② 事故発生防止のための指針 

③ 高齢者虐待防止のための指針 

情報開示に関する
事項 

入居者募集パンフレット 

 

 



 

 

 

 

（別記） 

様式第１号（第４条関係） 

 

 

有料老人ホーム設置事前協議書 

 

  年  月  日 

 

 福 山 市 長  様 

 

                      所 在 地 

                      名 称 

                      代表者名前           

 

 

 次のとおり有料老人ホームの設置を計画したので，福山市有料老人ホーム設置運営指

導要綱第４条第２項の規定により，関係書類を添えて協議します。 

 

 

１ 設置予定の有料老人ホームの名称 

 

 

２ 設置予定の有料老人ホームの類型 

 

 

３ 有料老人ホームの設置予定場所 

 

 

４ 入居定員及び居室数  

 

 

５ 事業開始予定年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        事務担当： 

                        電 話： 

                        ＦＡＸ： 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第２号（第４条関係） 

 

有料老人ホーム設置事前協議済書 

           

年 月 日 

 

（設置予定者）    様  

                   福 山 市 長    印 

 

 

 次の有料老人ホームの設置計画については，福山市有料老人ホーム設置運営

指導要綱第４条第３項に基づく事前協議済みであることを認めます。 

 

 

１ 設置予定の有料老人ホームの名称 

   

 

２ 設置予定の有料老人ホームの類型 

   

 

３ 有料老人ホームの設置予定場所 

   

 

４ 入居定員及び居室数  

   

 

５ 事業開始予定年月日 

   

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号（第５条関係） 

 

 

                          年  月  日 

 

 福 山 市 長  様 

 

                      所 在 地 

                      名   称 

                      代表者名前          印 

 

 

有料老人ホームの建設に係る適合証明申請書 

 

 

 次の有料老人ホームを市街化調整区域に設置する計画について，「開発許可制度運用

指針」（平成 13 年 5 月 2 日付け国土交通省総合政策局長通知国土交通省総民発第 9 号）

のⅢ－７の（１４）に規定する「設置及び運営が国の定める基準等に適合する優良なも

のであって，その立地がやむを得ないもの」と認めることを証明してください。 

 

 

１ 設置予定の有料老人ホームの名称 

 

 

２ 有料老人ホームの設置予定場所 

 

 

 

 

 上記に相違ないことを証明します。 

 

            年  月  日 

 

                   福山市長       印 



 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号（第６条関係） 

 

 

有料老人ホーム設置事前協議取下書 

 

  年  月  日 

 

 福 山 市 長  様 

 

                      所 在 地 

                      名   称 

                      代表者名前           

 

 

     年  月  日付けで，福山市有料老人ホーム設置運営指導要綱に基づき協

議した次の有料老人ホームの設置計画については，下記の理由から，同要綱第６条第１

項の規定により，取り下げることとします。 

 

 

１ 有料老人ホームの名称 

 

 

２ 有料老人ホームの類型 

 

 

３ 設置予定場所 

 

 

４ 取下げ理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        事務担当： 

                        電 話： 

                        ＦＡＸ： 
 



 
 

 

 

 

 

 

様式第５号（第７条関係） 

 

                                        第        号 

                       年  月  日 

 

  

（設置予定者）    様    

 

                     福山市長        印 

                                   

 

 

有料老人ホーム設置届受理通知書 

 

 

年  月  日付けで提出された老人福祉法第２９条第１項に基づく

設置届については，  年 月 日に受理したので通知します。 

 

 

１ 有料老人ホームの名称 

   

 

２ 有料老人ホームの類型 

   

 

３ 有料老人ホームの設置場所 

   

 

４ 入居定員及び居室数  

   

 

５ 事業開始（予定）年月日 

   

 



 

 

 

 

 

様式第６号（第８条関係） 

 

 

建 設 工 事 着 工 届             

 

      年  月  日 

 

 福 山 市 長 様 

 

                      所 在 地 

                      名   称 

                      代表者名前            

 

 

 次のとおり有料老人ホームの建設工事を着工するので，福山市有料老人ホーム設置運

営指導要綱第８条の規定により，関係書類を添えて届け出ます。 

 

 

１ 有料老人ホームの名称 

 

 

２ 有料老人ホームの類型 

 

 

３ 有料老人ホームの建設場所 

 

 

４ 着工予定年月日 

 

 

５ 竣工予定年月日 

 

 

６ 事業開始予定年月日 

 

 

 

 

 

 

                        事務担当： 

                        電 話： 

                        ＦＡＸ： 
 



 

 

 

 

 

様式第７号（第９条関係） 

 

 

有料老人ホーム事業開始報告書 

 

  年  月  日 

 

 福 山 市 長  様 

 

                      所 在 地 

                      名   称 

                      代表者名前            

 

 

 次のとおり有料老人ホームの事業を開始したので，福山市有料老人ホーム設置運営指

導要綱第９条の規定により，関係書類を添えて報告します。 

 

 

１ 有料老人ホームの名称 

 

 

２ 有料老人ホームの類型 

 

 

３ 有料老人ホームの設置場所 

 

 

４ 入居定員及び居室数  

 

 

５ 施設竣工年月日 

 

 

６ 事業開始年月日 

 

 

７ 事業開始当初の入居者数 

 

 

 

                        事務担当： 

                        電 話： 

                        ＦＡＸ： 
 



 

 

 

様式第８号（第１２条関係） 

 

 

運営懇談会開催状況報告書 

 

  年  月  日 

 

  福 山 市 長  様 

 

                      所 在 地 

                      名   称 

                      代表者名前            

      

                

みだしのことについて，次のとおり開催したので報告します。 

 

 

１ 有料老人ホームの名称 

 

 

２ 有料老人ホームの類型 

 

 

３ 開催年月日 

 

  年  月  日 

  年  月  日 

  年  月  日 

  年  月  日        （計   回） 

 

   

４ 運営懇談会の内容 

  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

                        事務担当： 

                        電 話： 

                        ＦＡＸ： 

 

  



 

 

 

 

 


